
仕  様  書 

                        総合企画局デジタル化戦略推進室 

                       （担当 中川・原 電話 075－222-3376） 

 件 名 Gemini Enterpriseライセンス提供等支援業務  

ライセンス提供期間 令和９年 １月 １日 ～ 令和１０年 ３月 ３１日 

利用環境の構築期間 契約の日の翌日 ～ 令和８年１２月３１日 

契 約 条 件 

１ 内容 

別紙「Gemini Enterpriseライセンス提供等支援業務仕様書」のとおり。「電子計

算機の保守を含む賃貸借契約に係る共通仕様書（令和５年４月１日改定）」を遵守す

ること。 

２ 支払方法 

  半期払い。適法な支払い請求書を受理後、30日以内に支払いを行う。 

  本業務の対価に関するすべての支払いは、日本円（JPY）にて行うものとする。 

  ⑴ 令和８年度下半期 

    契約金額の 15分の 3及び端数 

  ⑵ 令和９年度上半期 

    契約金額の 15分の 6（小数点切り捨て） 

  ⑶ 令和９年度下半期 

    契約金額の 15分の 6（小数点切り捨て） 

３ 契約変更 

  契約期間中、日本円と米ドル等の外国通貨との為替レートの変動その他一切を理

由として金額を含む変更契約は行わない。 

４ 予算が減額された場合等の措置 

  本契約は、京都市長期継続契約に関する条例に規定する「長期継続契約」とする。 

  ⑴ 本市は、令和９年度において、本契約に係る歳出予算の金額について減額又

は削除があった場合は、この契約を解除することができる。 

  ⑵ 前項の規定により本市が契約を解除した場合において、受注者は、本市が令

和９年度に支払いを予定した使用料を請求することはできない。 

  ⑶ 受注者は、前項に定めるもののほか、第１項の規定により本市が契約を更新

しなかったために生じた損害の賠償について、本市に請求することはできない。 

５ 注意事項 

⑴ 落札後、速やかにデジタル化戦略推進室担当者に連絡をとること。 

⑵ その他、本仕様書に定めなき事項については、京都市契約事務規則によるほか、

京都市の指示によるものとする。 

 注 本仕様について不明な点がある場合は、契約課の指示に従ってください。 



（別紙） 

 

Gemini Enterpriseライセンス提供等支援業務仕様書 

 

１ 業務の背景及び概要 

 本市では、職員の業務の生産性及び市民サービスの質の向上を目指した生成 AIの利活用を推進してお

り、今回、その一環として Gemini Notebookエンタープライズエディション（以下「Gemini Notebook」

という。）を令和 8年 1月から、市長部局の職員に導入している。 

本業務は、現行で利用している Gemini Notebookから、Gemini Notebookの機能を継続して利用でき、

AIエージェント機能や各種連携機能等を備えたエディションである Gemini Enterpriseへ移行・更新す

るものである。本業務の受託者（以下「受託者」という。）は、職員が Gemini Enterpriseを円滑に利用

できるよう、必要なライセンスの調達、ライセンス認証を行うための認証サービスの整備・運営、及び

利活用促進のためのサービスを提供する。 

 

２ 調達範囲 

 本市職員が Gemini Notebookから Gemini Enterpriseへ移行し利用するために、以下を調達範囲とす

る。以下の調達に当たって本市と受託者の間で使用する言語は、すべて日本語とする。 

⑴ 利用環境の構築（ライセンス数の調達及び変更は令和 8年 12月 31日まで） 

ア プロジェクト実施計画書等の提出 

  受託者は、受託後速やかに下記３⑴に記載のプロジェクト計画書、WBS、要件定義書、基本設計書、

テスト計画書を提出すること。 

イ Gemini Enterpriseライセンスの調達 

受託者は、本市職員が Gemini Enterpriseを令和 9年 1月 1日から本市の Google Cloudテナン

トにおいて利用できるよう、Gemini Enterprise について 5,000 ライセンスを調達すること（ライ

センスの調達に当たり、グーグル・クラウド・ジャパン合同会社と受託者との調整の結果、Gemini 

Enterpriseの機能に部分的に制限が生じることは問題ない。）。 

また、本調達は現在令和 8年 12月 31日まで契約・適用されている現行エディションから、Gemini 

Notebookを包含したエディション（Gemini Enterprise）への移行に伴う Google Cloudテナントで

のライセンス更新とする。 

ライセンス調達後は、速やかに下記３⑴に記載のライセンス証書を提出すること。 

また、契約期間内にライセンスの追加調達を行う場合がある。この場合、同一の Google Cloudテ

ナントにおいて、同一のプロジェクトのもとでライセンスを追加し、課金及び権限等を一元管理し

なければならないという Google Cloudの仕様上、本業務の受託者のみが対応可能であることから、

当該受託者とライセンス追加調達に係る契約を締結する場合がある。 

  ウ ユーザ認証に係る環境構築 

受託者は、本市職員の Gemini Enterprise利用に当たり、現在の認証基盤（HENNGE社製：Hennge 

One IdPエディション）から本市の IDaaS（Microsoft社製：Microsoft Entra ID）への認証連携及

びアクセス制御の切り替えに必要な Google Cloudテナントの設定等を支援すること。 



なお、現在の認証基盤から Entra IDへの切り替えにあたっては、ダウンタイムや本市職員の業務

影響を生じさせることなく移行を実施すること。その際、既存のユーザ情報、付与済みのライセン

ス及び権限設定等についてはそのまま引き継ぐ構成とすること。 

また、現在の運用では、あらかじめ Google Cloudテナント側に全利用者を事前登録しておくので

はなく、ユーザがログインした際に自動的にユーザアカウントが作成され、同時にライセンスが割

り当てられる設定としており、Entra IDへの切り替え後もこの自動プロビジョニング及び自動ライ

センス割り当ての運用を維持すること。 

IDaaS 側の設定は本市にて実施するが、受託者は適宜設定作業及び属性マッピング等のサポート

を行うこと。なお、Google Cloudテナントの設定等に係る対応業務の費用、Cloud Identityライセ

ンス費用等が発生する場合には、これらの費用は本契約の調達範囲として契約金額に含めるものと

する。 

本環境構築及び認証の切り替えについては、テスト計画書により切り替え後の認証テストを行っ

た後速やかに、下記３⑴に記載のテスト結果報告書を提出すること。 

 

エ 管理者のサポート 

受託者は、契約期間を通じて、管理者（デジタル化戦略推進室職員）が本市の Google Cloudテナ

ントの管理（アクセス制御、権限管理等）、Gemini Enterpriseユーザの管理（追加・削除等）をす

るために必要な機能等の使用方法に関する情報を提供し、操作等についてサポートすること。この

サポートの具体的な内容は以下のとおりとする。 

・Google Cloud管理コンソール及び Gemini Enterpriseの管理機能に関する問い合わせ対応（Q&A） 

・アクセス制御、権限管理、ユーザの管理等に必要な技術的支援 

あわせて、これらのサポートを行うための本市向け担当者（本市専任担当でなくてもよいが、

Google Cloudのプロフェッショナル認定資格を保有しているなど、組織のクラウド環境の設定やビ

ジネス要件に応じたサービスやソリューションのデプロイに関する十分な知識・経験を有すること。

受託後、当該担当者の保有する Google Cloudプロフェッショナル認定資格の保有状況及び過去の本

業務に関連する業務経験の状況が分かる資料を提出すること。）を配置し、必要に応じてグーグル・

クラウド・ジャパン合同会社の担当者とも連絡・連携しながら迅速にサポートを行うこと。 

 

⑵ ライセンス提供期間（令和 9年 1月 1日～令和 10年 3月 31日） 

ア 利用環境の提供 

受託者は、上記⑴ア及びイによりライセンス調達し、ユーザ認証設定等を環境構築したものにつ

いて、令和 9 年 1 月 1 日から令和 10 年 3 月 31 日までの間、間断なく本市職員が利用できるよう利

用環境を提供すること。 

イ サポート 

受託者は、本市での Gemini Enterpriseの運用等に関する課題対応、障害発生時の対応等に際し

て、デジタル化戦略推進室からの問い合わせに対応するため、電子メール又は電話によるサポート

を提供するとともに、これらに伴いグーグル・クラウド・ジャパン合同会社への連絡等が必要な場

合は、受託者はその窓口となり、デジタル化戦略推進室の指示に従い原則として当日内に対応する



こと。 

なお、受付時間については、法令で定める休日及び年末年始（12月 29日から 1月 3日）を除く、

月曜日から金曜日までの 8時 45分から 17時 30分を含むものとし、遅滞なく対応可能な体制を確保

すること。 

ウ サービス情報の提供等 

Gemini Enterprise についてアップデートやサービス仕様の変更等が生じた場合、デジタル化戦

略推進室への電子メール、電話又はその他適切な方法により速やかに情報提供すること。また、本

市の Google Cloud テナントの設定（IDaaSとの連携設定等）変更等の必要が生じた場合、その対応

策をデジタル化戦略推進室へ提供するとともに、課題解決までのサポートを行うこと。（本サポート

に関する費用が発生する場合には、その費用を本契約の調達範囲として契約金額に含めるものとす

る。） 

エ AIエージェントの作成・実装支援等 

受託者は、本市の業務効率化を推進するため、契約期間内に本市業務に特化した独自の AIエージ

ェントを５個作成・実装するための技術的支援を行うこと。また、この支援にあたっては、受託者

が自社のリソースでプロンプトエンジニアリング等の高度な支援を完結して提供できる体制を有し

ていること。 

 

３ 成果物 

⑴ 成果物の納品 

本業務における成果物は下表のとおりとし、成果物の様式及び納入時期については、受託者と協議

のうえ、本市が別途指定する。 

成果物 内容 

プロジェクト実施

計画書 

本調達内容の実現に必要なプロジェクトの目的、実施体制、実施内容、スケ

ジュール、管理方法等を実施計画としてまとめたもの。 

WBS 

本調達内容の実現に必要な受託者及び本市の作業を細分化し、作業項目を

明確化するとともに、それぞれの作業項目に係るスケジュール及び工数を

記載したもの。 

要件定義書 
本調達を実現するためにシステムに要求される内容を整理し、技術的観点

からまとめたもの。 

基本設計書 
要件定義書に記載された内容を実現するために、実装すべき機能や基礎的

な事項をまとめたもの。 

テスト計画書 
構築した本市テナント、ユーザ認証等の環境の品質を検査するために実施

する試験の内容について定義したもの。 

テスト結果報告書 テスト計画書に基づき実施したテストの結果をまとめたもの。 

ライセンス証書 ライセンス証書又はそれに代わる資料（ライセンス詳細を含む。） 

運用手順書（管理

者用） 

管理者（デジタル化戦略推進室担当者）がユーザ管理、ライセンス管理、ア

クセス制限、障害対応等を行うための運用方法をまとめたもの。 



 

⑵ 納入方法 

上記⑴に記載の成果物については、内容等について本市担当者と事前に協議し、協議内容が反映

されていることの確認を受けること。 

なお、ドキュメント等の成果物については、原則としてクラウドストレージ(Googleドライブ

等)への電子データの保存により納品すること。ただし、本市が指定するクラウドストレージを利

用できない場合は、当該納品物を記録した光ディスクメディア２部を納品すること。 

 

４ 実施体制 

⑴ 実施体制 

ア 契約締結後速やかに本業務を確実に履行できる体制を構築し、本市に対し明示すること。 

イ 本業務の履行に当たっては、上記アの体制のもと、着実なプロジェクトの進行管理を行うこと。 

ウ 本業務の履行に際し、本市業務の履行に当たり必要な場合には、本市と協議のうえ適宜会議を行

うこと。受託者は、本市と会議を行った場合は、議事録を３営業日以内に本市担当者に提出するこ

と。 

  なお、これらの会議をオンラインで実施する場合は、受託者が Web 会議を設定すること。 

⑵ 作業場所等 

ア 本市の庁舎内において作業を実施する場合は、作業期間及び作業時間について事前に本市と協議

すること。 

イ 本市の庁舎内では、上記アにより本市が承認した作業場所以外での作業を行わないこと。 

⑶ 情報セキュリティ 

本業務の履行に当たっては、本市情報セキュリティ対策基準を遵守し、本市が要求する情報セキ

ュリティ水準を満たすこと。また、システムのアクセスログ、操作履歴、障害記録など、必要なログ

を取得し、本市から提供の求めがあれば速やかに本市に提供すること。 

 

５ 留意事項 

⑴ 本業務の遂行に当たり、契約期間中又は契約期間終了後において、受託者はデジタル化戦略推進室

以外の本市職員を含む何人に対しても、業務上知り得た一切を漏らさないこと。また、本市が提供す

る資料等を第三者に提供したり、目的外に使用したりせず、業務終了後速やかに返却すること。 

⑵ この調達に係る業務を遂行するに当たって、新たに発生した設計書類、マニュアル、動画及び開発部

分（市販の汎用アプリケーション等パッケージソフトに帰属する部分を除く。）の著作権（著作権法第

27条及び第 28条に規定する権利を含む。）その他権利については、本市に帰属するものとし、受託者

は成果物に関する著作者人格権を行使しないこと。また、第三者が権利を有する著作物又は知的所有

権等を利用する場合は、受託者の責任において、その権利の使用に必要な費用を負担し、使用許諾契

約にかかる一切の手続きを行うこと。 

⑶ 本仕様書に定めのない事項については、都度デジタル化戦略推進室と協議のうえ、対応すること。

また、本業務の履行に当たり疑義が生じた場合についても、デジタル化戦略推進室と協議のうえ、対

応すること。 



⑷ 受託者の社名及び担当者等が変更になった場合、遅滞無くデジタル化戦略推進室に連絡すること。 

 

６ 契約解除及び契約期間満了時の引継ぎ 

⑴ 本市は、受託者が本仕様書の内容に違反していると認めるときは、契約を解除することができる。そ

の際に、本市に損害が生じた場合は、受託者は、本市に損害を賠償しなければならない。 

⑵ 本市は、納品を受けた契約目的物が契約の目的に適合しないものであるときは、受託者に対しその不

適合を請求することができ、受託者は当該追完を行うものとする。ただし、本市に不相当な負担を課

するものではないときは、受託者は本市が請求した方法と異なる方法による追完を行うことができる。 

⑶ 本市は、契約不適合について、追完の請求にもかかわらず相当期間内に追完がされない場合又は追完

の見込みがない場合で、契約不適合により契約の目的を達することができないときは、契約の全部又

は一部を解除することができる。 

⑷ 本業務契約の解除及び契約期間満了後、本業務を引き続き他の業者(以下「新業者」という。)が実

施する場合には、受託者は新業者に対して、本業務の運用手順、注意事項、及び本業務を実施するた

めに作成したデータ、プログラム、ドキュメント等を提供するとともに、円滑な業務引継ぎに協力す

ること。 

  



令和５年４月１日 

 

電子計算機の保守を含む賃貸借契約に係る共通仕

様書 

 

（総則） 

第１条 この電子計算機の保守を含む賃貸借契約に係る共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）は、電

子計算機の保守を含む賃貸借において、情報セキュリティの確保など賃貸借契約の適正な履行を確保す

るために共通して必要となる事項を定めるものである。 

２ 共通仕様書に定める内容と個別仕様書に定める内容との間に相違がある場合は、個別仕様書に定める

内容が優先する。 

 

（履行計画） 

第２条 賃貸人（複数の事業者で構成する連合体がこの契約を履行する場合にあっては、当該連合体の全

ての構成員をいう。以下「乙」という。）は、この契約の履行に着手する前に、履行日程及び履行方法に

ついて京都市（以下「甲」という。）に届け出て、その承諾を得なければならない。 

２ 乙は、甲がこの契約の内容を変更した場合に、履行日程又は履行方法を変更するときは、あらかじめ

甲の承諾を得なければならない。乙の事情により、履行日程又は履行方法を変更するときも、同様とす

る。 

 

（秘密の保持） 

第３条 乙は、この契約の履行により直接又は間接に知り得た個人情報及び秘密を第三者に漏らしてはな

らない。契約期間終了後又は契約解除後も、同様とする。 

 

（目的外使用の禁止） 

第４条 乙は、次に掲げるものをこの契約の履行以外の目的に使用してはならない。 

⑴ 賃貸物件 

⑵ 甲が乙に支給する物品（以下「支給品」という。）及び貸与する物品（以下「貸与品」という。） 

⑶ 契約の履行に関し作成された入出力帳票、フロッピーディスク、磁気テープ、磁気ディスク、光磁

気ディスク、光ディスク、半導体メモリその他の記録媒体に記録された情報（賃貸物件に記録された

情報及び甲が提供した情報を含む。以下「データ」という。） 

 

（複写、複製及び第三者提供の禁止） 

第５条 乙は、賃貸物件、支給品、貸与品及びデータについて、複写し、複製し、又は第三者に提供しては

ならない。ただし、甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

（作業責任者等の届出） 

第６条 乙は、この契約の履行に係る作業責任者及び作業従事者を定め、書面によりあらかじめ甲に報告



しなければならない。これを変更するときも、同様とする。 

２ 作業責任者は、共通仕様書に定める事項を適切に実施するよう作業従事者を監督しなければならない。 

３ 作業従事者は、作業責任者の指示に従い、共通仕様書に定める事項を遵守しなければならない。 

４ 乙は、全ての作業責任者及び全ての作業従事者から共通仕様書に定める事項を遵守する旨の誓約書を

徴し、甲から求めがあった場合は、これを甲に提出しなければならない。 

 

（教育の実施） 

第７条 乙は、全ての作業責任者及び全ての作業従事者に対して、情報セキュリティに対する意識の向上、

共通仕様書において遵守すべき事項その他契約の適切な履行に必要な事項について、教育及び研修を実

施しなければならない。 

２ 乙は、個人情報を取り扱うに当たっては、個人情報を取り扱う全ての作業責任者及び全ての作業従事

者に対し、個人情報の保護に関する法律及び京都市個人情報保護条例の罰則規定を周知するとともに、

個人情報保護のための教育及び研修を実施しなければならない。 

３ 乙は、前２項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、及び実施体制を整備しなけれ

ばならない。 

 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第８条 乙は、この契約を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に履行させる場合は、正社

員以外の労働者に契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 乙は、甲に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

 

（再委託の禁止） 

第９条 乙は、この契約に係る義務の履行の全部又は一部を第三者へ委託（以下「再委託」という。）して

はならない。ただし、甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 乙は、再委託する場合は、再委託の内容、再委託の相手方、再委託の理由等を付して書面によりあら

かじめ甲に申請し、その承諾を得なければならない。 

３ 乙は、再委託する場合は、再委託の相手方にこの契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、甲

に対して、再委託の相手方の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

４ 乙は、再委託する場合は、再委託の相手方との契約において、再委託の相手方を監督するための手続

及び方法について具体的に規定しなければならない。 

５ 乙は、再委託する場合は、再委託先における履行状況を管理するとともに、甲の求めに応じて、その

状況を甲に報告しなければならない。 

 

（データ等の適正な管理） 

第 10条 乙は、賃貸物件及びデータの授受、処理、保管その他の管理に当たっては、内部における責任体

制を整備し、賃貸物件のき損、紛失、盗難等の事故及びデータの漏えい、滅失、き損、紛失、改ざん、盗

難等の事故を防止するなどその適正な運営に努めなければならない。 

２ 乙は、この契約の履行に当たって使用する電子計算機室その他の作業場所（以下「電子計算機室等」



という。）を定め、書面によりあらかじめ甲に報告しなければならない。これを変更するときも、同様と

する。 

３ 乙は、甲の電子計算機室等を使用する場合は、甲に対しこの契約の履行に着手する前に、甲の電子計

算機を使用する作業責任者及び作業従事者の氏名、作業内容及び従事期間を届け出なければならない。

また、甲の電子計算機を使用しなくなった作業責任者及び作業従事者の氏名、理由を届け出なければな

らない。 

４ 乙の作業責任者及び作業従事者は、甲の電子計算機室等に入退室するときは、事前に甲の許可を受け

なければならない。 

５ 乙は、第２項で定める乙の電子計算機室等について、外部からの侵入が容易でない場所に配置すると

ともに、地震、水害、落雷、火災、漏水等の災害及び盗難等の人的災害に備えて、必要な保安措置を講じ

なければならない。 

６ 乙は、第２項で定める乙の電子計算機室等について、次に掲げる入退室管理を行わなければならない。 

⑴ 電子計算機室等に入室できる者を、乙が許可した者のみとすること。 

⑵ 入室を許可されていない者が電子計算機室等に入室することを防止するための必要な措置を講じる

こと。 

⑶ 入室を許可された者が電子計算機室等に入室し、又は退室するときは、日時、氏名等を入退室管理

簿に記録すること。 

７ 乙は、甲から賃貸物件及び契約の履行において利用するデータの引渡しを受けたときは、甲に受領書

を提出しなければならない。 

８ 乙は、個人情報を取り扱うに当たっては、個人情報を適正に管理させるために、個人情報管理責任者

を置かなければならない。 

９ 乙は、契約の履行のために入力機器、電子計算機及び記録媒体を使用するに当たっては、次に掲げる

事項を遵守しなければならない。 

⑴ 乙が許可した者以外の者が入力機器、電子計算機及び記録媒体を使用すること及びこれに記録され

ているデータを閲覧することがないよう必要な措置を講じること。 

⑵ 入力機器、電子計算機及び記録媒体に、情報漏えいにつながると考えられる契約の履行に関係のな

いアプリケーションをインストールしないこと。 

⑶ 個人の所有する入力機器、電子計算機及び記録媒体を使用しないこと。 

10 乙は、甲及び乙の電子計算機室等からデータを持ち出してはならない。ただし、甲の承諾を得た場合

は、この限りでない。 

11 乙は、甲及び乙の電子計算機室等からプログラム、データ等を電子データで持ち出す場合は、電子デ

ータの暗号化処理又はこれと同等以上の保護措置を施さなければならない。 

12 乙は、賃貸物件及びデータの輸送、搬入出を自ら行わなければならない。ただし、甲の書面による同

意を得た場合は、この限りでない。 

13 甲は、データの全部又は一部の漏えい、滅失、き損、紛失、改ざん、盗難等による被害が生じた場合

は、契約書第１０条第１項第１号又は第２号に該当するとして契約を解除することができる。賃貸物件

のき損、紛失、盗難等による被害が生じた場合も、同様とする。 

14 乙は、データの全部又は一部の漏えい、滅失、き損、紛失、改ざん、盗難等があったときは、甲の指定



するところにより、代品を納め、原状に復し、損害（第三者に及ぼした損害を含む。以下同じ。）を賠償

し、又は代品を納め、若しくは原状に復するとともに損害を賠償しなければならない。賃貸物件のき損、

紛失、盗難等があったときも、同様とする。 

15 乙はこの契約を履行するために賃貸物件の記録媒体の交換が必要となる場合は、交換により不要とな

った記録媒体は、記録されているデータを消去するなど復元不可能な状態にしなければならない。 

 

（データ等の廃棄） 

第 11 条 乙は、契約の履行が完了したとき、契約の内容が変更されたとき又は契約が解除されたときは、

甲の指示に従い、データを廃棄し、消去し、又は甲に返還し、若しくは引き渡さなければならない。 

２ 乙は、前項の規定により、データの廃棄又は消去を行うに当たっては、次に掲げる事項を遵守しなけ

ればならない。 

⑴ 復元又は判読が不可能な方法により廃棄又は消去を行うこと。ただし、個人番号利用事務系（個人

番号利用事務又は戸籍事務に関わる情報システムをいう。）の情報を取り扱っていた場合は、本市の承

諾を受けない限り、物理的に破壊する方法により行うこと。 

⑵ 廃棄又は消去の際に、甲から立会いを求められたときはこれに応じること。 

⑶ 廃棄又は消去を行った後速やかに、廃棄又は消去を行った日時、担当者名及び処理内容を記録した

証明書等により甲に報告すること。なお、甲から当該証明書等の提出期限の指定及び処理の証拠写真

の提出を求められた場合には、これらに応じること。 

 

（監督） 

第 12条 乙は、賃貸物件及びデータの管理状況並びにこの契約の履行状況について、甲の指示に従い、定

期的に甲に報告しなければならない。 

２ 甲は、必要があると認める場合は、契約内容の遵守状況及びこの契約の履行状況について、いつでも

乙に対して報告を求め、乙の電子計算機室等に立ち入って検査し、又は必要な指示等を行うことができ

るものとする。 

 

（事故の発生の通知） 

第 13 条 乙は、賃貸物件のき損、紛失、盗難等の事故又はデータの漏えい、滅失、き損、紛失、改ざん、

盗難等の事故が生じたときは、直ちに甲に通知し、その指示に従い、遅滞なく書面で報告しなければな

らない。契約期間終了後又は契約解除後も、同様とする。 

２ 乙は、賃貸物件のき損、紛失、盗難等の事故又はデータの漏えい、滅失、き損、紛失、改ざん、盗難等

の事故が生じた場合に備え、甲その他の関係者との連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の

措置等を迅速かつ適切に実施するために、緊急時対応計画を定めなければならない。 

３ 甲は、賃貸物件のき損、紛失、盗難等の事故又はデータの漏えい、滅失、き損、紛失、改ざん、盗難等

の事故が生じた場合は、必要に応じて当該事故に関する情報を公表することができる。 

 

（支給品及び貸与品） 

第 14 条 支給品及び貸与品の品名、数量、引渡時期及び引渡場所は、個別仕様書に定めるところによる。 



２ 乙は、前項に定めるところにより、支給品又は貸与品の引渡しを受けたときは、遅滞なく甲に受領書

又は借用書を提出しなければならない。 

３ 乙は、支給品及び貸与品を善良な管理者の注意をもって保管しなければならない。 

４ 乙は、この契約の履行が完了したとき、契約の内容が変更されたとき又は契約が解除されたときは、

個別仕様書に定めるところにより、不用となった支給品及び貸与品を、使用明細書を添えて甲に返還し

なければならない。 

５ 乙は、故意又は過失により、支給品又は貸与品の全部又は一部を滅失し、又はき損したときは、甲の

指定するところにより、代品を納め、原状に復し、損害を賠償し、又は代品を納め、若しくは原状に復

するとともに損害を賠償しなければならない。 

 

（検査の立会い及び引渡し） 

第 15条 甲は、契約書第３条第２項の検査に当たり、必要があると認めるときは、乙を検査に立ち会わせ

ることができる。この場合において、乙が検査に立ち会わなかったときは、乙は、検査の結果について異

議を申し立てることができない。 

２ 甲は、契約書第３条第２項の検査に当たり、必要があると認めるときは、賃貸物件を稼動させ検査す

ることができる。この場合において、当該検査に直接要する費用は、乙の負担とする。 

３ 甲は、賃貸物件に障害が発生し、その障害の内容及び程度が当該情報システムの運用に重大な影響を

及ぼすものであると判断する場合は、乙に対し、当該障害について報告を求めることができる。乙はこれ

に対し、甲が定める期間内に誠実に対応しなければならない。 

 

（契約の解除） 

第 16条 甲は、乙が個別仕様書又は共通仕様書の内容に違反していると認めたときは、契約書第１０条第

１項第１号又は第２号に該当するとして契約を解除することができる。 

２ 甲は、前項の規定により契約を解除したときは、乙に損害賠償の請求を行うことがある。 

３ 乙は、第１項の規定により契約の解除があったときは、甲にその損失の補償を求めることはできない。 

 

（損害賠償） 

第 17条 乙の故意又は過失を問わず、乙が個別仕様書又は共通仕様書の内容に違反し、又は怠ったことに

より、甲に損害を与えた場合は、乙は、甲にその損害を賠償しなければならない。 

 

（契約不適合責任） 

第 18条 甲は、引渡しを受けた契約目的物が種類、品質又は数量に関して契約の目的に適合しないもので

あるとき（その引渡しを要しない場合にあっては、この契約に付随する業務が終了した時に当該業務の

目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないとき）は、乙に対してその不適合（以下本条にお

いて「契約不適合」という。）の修正等の履行の追完（以下本条において「追完」という。）を請求するこ

とができ、乙は、当該追完を行うものとする。ただし、甲に不相当な負担を課するものではないときは、

乙は甲が請求した方法と異なる方法による追完を行うことができる。 

２ 甲は、契約不適合により損害を被った場合、乙に対して損害賠償を請求することができる。 



３ 甲は、契約不適合について、追完の請求にもかかわらず相当期間内に追完がなされない場合又は追完

の見込みがない場合で、契約不適合により契約の目的を達することができないときは、契約書第１０条

第１項第１号又は第２号に該当するとして契約の全部又は一部を解除することができる。 

４ 乙が本条に定める責任その他の契約不適合責任を負うのは、契約書第３条第２項の検査に合格した日

（契約に付随する業務にあっては、当該業務の一工程の履行が完了した日）から２年以内に甲から契約

不適合を通知された場合に限るものとする。ただし、契約書第３条第２項の検査に合格した時点（契約に

付随する業務にあっては、当該業務の一工程の履行が完了した時点）において乙が契約不適合を知り若

しくは重過失により知らなかった場合、又は契約不適合が乙の故意若しくは重過失に起因する場合には

この限りでない。 

５ 第１項から第３項までの規定は、契約不適合が甲の提供した資料等又は甲の与えた指示によって生じ

たときは適用しない。ただし、乙がその資料等又は指示が不適当であることを知りながら告げなかった

ときは、この限りでない。 

 

（作業実施場所における機器） 

第 19 条 この契約の履行に必要となる機器、ソフトウェア及びネットワーク（以下「機器等」という。）

については、乙が準備するものとする。ただし、甲が機器等を貸与する場合は、この限りでない。 

２ 乙は、この契約の履行に必要となる機器等を甲のネットワークに接続する場合は、事前に甲の許可を

受けなければならない。 

３ 乙は、この契約の履行のために甲の保有する機器にソフトウェアをインストールする必要がある場合、

事前に甲の許可を得なければならない。また、当該ソフトウェアが不要となった場合は速やかに消去し

なければならない。 

 

 


